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２０４０年に実現したい図書館像と取組など 

 

１ ２０４０年の社会構造の変化等（概要）  ※前回の会議の整理 

（１） 就業人口の減少 

   ・更なる労働参加等を進めていく必要がある 

  ・有用なスキルや必要な知識を身に付けるための学び直しの支援が必要 

（２） 地域コミュニティの衰退 

  ・地域コミュニティの担い手不足 

  ・地域コミュニティが果たしてきた役割を補完する新たな仕組みづくりが重要 

（３） 経済規模を維持する労働生産性の向上が必要 

   ・高い付加価値を生み出す仕事へのシフト 

  ・新たな仕事へ適応力を高めることが必要 

（４） 公共施設・インフラの老朽化 

   ・2020年代以降、老朽化に伴う大規模改修や機能更新が集中的に発生 

  ・施設利用の効率性向上、施設の再配置、施設総量の縮減を進める必要がある 

（５） 第４次産業革命など社会構造変化が本市行政に与える影響 

・限られた財源で最大の効果を挙げるために、施策などの「選択と集中」が求められる 

・ＡＩやロボティクスを活用したスマート自治体への転換 

・市民ニーズに柔軟に対応できる運営体制への転換 

・利用者の時間的コストの抑制（インターネットを利用したサービスの提供） 

・外国人住民への対応 

（６）人口減少等の社会構造の変化を踏まえた、期待される図書館の役割 

  ・知識基盤社会における知識・情報の拠点 

 

２ 千葉市の現状 

（１）他の政令指定都市（１９市）との比較 

ア 高コスト体質 

  ・市直営は基本的に千葉市と静岡市だけである。 

  ・職員数が多い（正規職員は多い順で６位、嘱託職員数は多い順で２位） 

イ 図書資料費へ回っていない 

・図書資料費は１７位 

・図書館費に占める図書資料費の割合は、比較可能な１７市中１５位 

・有料データベースがないのは、千葉市のみ 

ウ その他の特徴 

  ・蔵書数は多い（８位） 

  ・大人向けの事業数は最下位 

・ボランティアの登用度は最低レベル 
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（２）施設の老朽化（平成３０年度現在の築経過年数）の状況 

（地区図書館）  （分館）  

若葉図書館 （築 43年） 土気図書室 （築 48年） 

花見川図書館 （築 40年） 白旗分館 （築 44年） 

美浜図書館 （築 37年） 西都賀分館 （築 38年） 

みやこ図書館 （築 28年） あすみが丘分館 （築 25年） 

稲毛図書館 （築 21年） 打瀬分館 （築 16年） 

緑図書館 （築 18年） 花見川団地分館 （築 13年） 

  泉分館 （築 12年） 

 

３ 千葉市図書館の将来的なあり方 

（１）基本理念（新たな図書館の姿） 

 ・情報の集積と連鎖で、知の好循環を創出し、市民及び千葉市の活性化に貢献する「知の拠点」 

 

（２）基本方針 

  ○知の創造・好循環を創出する図書館の推進 

  ○未来を担う子どもたちの読書活動の推進 

○図書館機能の選択と集中による図書館サービスの質的向上 

  ○社会構造の変化や市民ニーズの多様化に弾力的に対応できる体制の整備 

○ＩＣＴを活用した利便性の高いサービスの提供 

 

（３）取組みの方向性 

  ○知の創造・好循環を創出する図書館の推進 

   ・地域資料の収集から地域情報の集積拠点への転換（幅広い地域情報の充実） 

    ※ 地域人材の記憶、デジタル資料等の収集・記録 

    ※ 地域情報のデジタル・アーカイブ化  

    ※ ＳＮＳを活用した情報交換の場の提供 

    ※ 市民等との協働による情報収集 

   ・静寂な空間を区分し、全体的には多少の話し声を認める館内環境の整備 

   ・知識のマッチングを促す企画、ファシリテーター、コーディネーター機能の強化 

   ・各種ボランティアの登用による知の活用 

   ・大学図書館との連携促進 

 ○未来を担う子どもたちの読書活動の推進 

  ・子どもたちの読書活動推進に寄与する人材の育成 

   ・学校図書館との連携促進 

   ・子どもたちがくつろぎながら読書できるスペースの整備 
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○図書館機能の選択と集中による図書館サービスの質的向上 

   ・中央図書館、地区図書館、地区図書館分館の機能的な再編 

   ・知識をマッチングする企画等への人材シフトと能力開発 

   ・利用需要に応じた施設のコンパクト化 

   ・民間拠点等を活用した戦略的な図書館機能の配置 

○社会構造の変化や市民ニーズの多様化に弾力的に対応できる体制の整備 

   ・直営、ＩＣＴ、民間機能の活用のベストミックスによる運営の最適化 

・商業施設等を活用したサービスポイントの整備 

   ・保存図書を一元管理する拠点の整備 

   ・障害者等に配慮した環境の整備 

   ・日本語を母語としない人へのサービスの充実 

○ＩＣＴを活用した利便性の高いサービスの提供 

   ・自動貸出機等を導入したサービスの自動化 

   ・地域情報のデジタル・アーカイブ化 

   ・電子書籍への対応 

   ・民間企業等と連携したＩＣＴ活用の調査研究 

 


